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Ⅰ　はじめに
　本論文の目的は、主に中堅総合建設会社を想定して、キャプラン（R. S. Kaplan）とノートン（D. P. 

Norton）によって開発されたバランスト・スコアカード（Balanced Scorecard：以下 BSC）の構築

を試みることである（Kaplan and Norton 1992, 1996, 2001, 2004, 2006, 2008）。

　1992 年に Harvard Business Review に BSC が初めて発表されたのち（Kaplan and Norton 1992）、 

1996 年に第 1 冊目の著書（Kaplan and Norton 1996）が出版された。同書では、財務目標に偏って

いるため経営が短期志向になっていることや戦略的に重要な無形資産の価値を評価していないことな

どの問題点を指摘し、新たな多元的業績測定システムを提唱した。具体的には、①財務、②顧客、③

社内ビジネス・プロセス、④従業員の学習と成長の 4 つの視点を提示し、それぞれの視点を一連の因

果連鎖としてとらえている。2001 年に公刊された第 2 冊目の著書（Kaplan and Norton 2001）では、

戦略を立案したもののその実行が伴っていないことなどの問題意識に基づいて、業績測定システムか

ら戦略マネジメント・システムを志向したものへと BSC を進化させ、4 つの視点の戦略目標の因果

連鎖を結びつける戦略マップの概念を新たに提示して、戦略コミュニケーションのツールとしての意

義を強調した。BSC の策定においては、全社ベースだけでなく、下位組織にブレイクダウンして

BSC を策定し、経営組織全体に BSC を浸透させる必要がある。続く 3 冊目の著書（Kaplan and 

Norton 2004）では、戦略マップの事例を多く記述しつつ、戦略マップをどのように構築し運用する

かを述べている。さらに 4 冊目と 5 冊目が世に問われ（Kaplan and Norton 2006, 2008）、戦略マップ

やスコアカードに基づいた循環型の戦略マネジメント・システムなどを提唱している。

　様々な業種の営利企業のみならず行政組織や病院などにも BSC を適用した事例が多く公開されて

きたものの（伊藤 2014；櫻井 2008）、筆者らの知る限り、大手・中堅の複雑な総合建設会社への適

用事例はほとんど報告されていないものと思われる。建設業においては目標管理制度が一般的に導入

されているが、受注競争の激化や顧客ニーズの多様化など一層厳しくなる経営環境や次節で述べる目

標管理制度の問題点を考慮すると、企業価値向上を目的とした BSC 導入の意義は決して小さくない。

　本論文では、建設業において一般的に導入されている目標管理制度の検討を踏まえて、中堅総合建

設会社における BSC 構築（全社ベース、営業部門および工事部門）を試みる。ただし、本論文の主

張は、主として筆者の一人・片岡健治の南海辰村建設株式会社での実務経験を踏まえていることを付

言しておくことにする（1）。

Ⅱ　南海辰村建設株式会社における目標管理制度の概要
　とりわけ大手・中堅建設業においては経営計画や予算管理の実効性を高めるためにアクション・プ

ランなどを利用した目標管理制度を採用している事例が多く見られる。ここでいうアクション・プラ

ンとは、受注工事高や粗利益額（率）、顧客満足度、施工物件の安全と品質などに関する年度目標と

年度実績、それらの対比と差異理由および今後の対策を一覧表にしたものであり、南海辰村建設株式

会社での概要を述べれば次のとおりである。

　建設業は受注産業であるので、経営計画や予算編成の最初の段階で受注計画が策定される。まず、
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全社レベルをはじめ事業分野別、事業エリア別、発注者別などの目標受注工事高が決定される。全社

の目標受注工事高の策定については、技能労働者数や運転資金の調達能力などへの配慮が必要であ

る。また、事業分野は建築部門と土木部門などに分かれ、次に建築部門であればマンションなどの民

間住宅と商業施設・倉庫・工場などの民間非住宅に細分化される。事業エリアとしては、首都圏、関

西圏などの国内での事業エリアが想定される。発注者別の受注計画では、民間企業からの受注、官庁

からの受注などに分類される。受注の際は、得意分野や物件の規模、求められる技術水準なども考慮

してターゲットを絞らなければならない。

　受注計画は、新しい事業分野や事業エリアの展開も視野に入れて策定される。同様に、発注者別の

受注活動について、継続顧客とともに新規顧客からの受注についても年度目標として掲げられている。

　建設業の経営計画や予算では、全社および部門ごとに、受注工事高、完成工事高、粗利益額（率）、

営業利益、有利子負債などの重要業績評価指標（Key Performance Indicator：KPI）と数値目標が

設定されているが、受注工事高と粗利益額（率）が設定されれば、他の数値目標も概ね算出できる。

すなわち、建設業者は施主に対して資金を立て替えて施工しているので、受注工事高と施主からの請

負代金の取り下げ条件（支払条件）が決まれば運転資金の必要額＝有利子負債を概ね算出することが

できる。また、工事間接費、販売費および一般管理費の変動要因は少なく、運転資金の必要額が決ま

れば支払利息も想定できるので、これらを粗利益額から控除することで最終損益を概ね算出すること

ができる。しだがって、重要業績評価指標（KPI）の中で受注工事高と粗利益額（率）の重要性は高い。

　顧客に関する年度目標としては、施主に対する顧客満足度調査を通じた評価点数が重視されてい

る。より具体的には、施主からの要望事項や苦情に対する対応のレベルや迅速性などに関する評価点

数である。

　社内ビジネス・プロセスの改善に関する年度目標については、各担当部門で次のように設定されて

いる。営業部門では施主に対する与信管理の徹底と施主からの取り下げ条件の改善、工務部門では施

主に提出する見積書の基礎となる積算能力の向上、工事部門では現場のフォローアップや要員配置の

検討などを通じた施工管理の強化・精度化および労働災害ゼロに向けた現場会議の開催や安全パト

ロールの強化、購買部門では購買発注差益の向上、などである。こうした各部門の年度目標が可能な

限り定量的に設定されている。

　最後に従業員の学習と成長に関する年度目標としては、一級建築士、一級建築施工管理技士、一級

土木施工管理技士、宅地建物取引主任、一級建設業経理士などの資格取得や各種研修会への参加回数

などが目標とされている。ISO を取得している場合は ISO の品質や環境の目標が列挙されている。

また、公共工事の入札に必要な経営事項審査点数の向上も目標としている。

　以上が、同社のアクション・プランの概要であるが、業績評価は各項目の年度目標と実績との比較

によってなされており、あわせて今後の対策も議論されている。

　こうした目標管理制度＝アクション・プランは成果主義の人事制度と歩調を合わせる形で一定の成

果を上げたと評価されているが、財務指標を中心とした目標管理、業績評価の方法としてであって、

経営戦略へのサポートとの関連や財務、顧客、社内ビジネス・プロセス、従業員の学習と成長などそ



中堅総合建設会社におけるバランスト・スコアカード構築

5

れぞれの視点の相互の因果連鎖、それらの視点にまたがった戦略目標、業績尺度、目標値、戦略的実

施項目の間のそれぞれの因果関係など、BSC や戦略マップで提起された認識は希薄であって、様々

な視点での年度目標を並列的に列挙して評価しているに過ぎない。したがって、経営戦略が各視点の

因果連鎖を通じて全社的に合理的な構造になっているか、組織構成員のコミュニケーションが効果的

に図られ戦略の重要性が浸透しているか、その実現に向けての戦略目標、業績尺度、目標値、戦略的

実施項目（アクション・プラン）などの情報が組織構成員全体で共有化され、動機づけが図られ、業

績評価に結びついているか、などの目標管理制度に残された課題は、BSC の導入へとつながるもの

と思われる。

Ⅲ　中堅総合建設会社における全社ベースのBSC構築
　本節では、前節の南海辰村建設株式会社における目標管理制度の課題と BSC 構築の必要性を受け、

Kaplan and Norton（2004）や Olve, Roy, and Wetter（1999）などで記述されている BSC 構築プロ

セスを参考にして、まず中堅総合建設会社における全社ベースの BSC 構築を試みる。

　BSC は、次の 7 つのステップを通じて構築される。第 1 ステップは、ビジョンと戦略の策定である。

ここでビジョンとは、将来に対する挑戦的な目標である。戦略とは目標をいかに実現するかの課題な

いし対策である。第 2 ステップは、ビジョンや戦略を実現する視点の洗い出しである。第 3 ステップ

は、各視点の設定を受けて戦略目標（KGI：Key Goal Indicator）の設定と戦略マップの作成である。

なお、各視点の戦略目標間に因果関係が成り立っている必要がある。第 4 ステップは、各視点で掲げ

た戦略目標を実現する重要成功要因（KSF：Key Success Factor）の洗い出しである。ここでは、戦

略目標と洗い出した重要成功要因との間に目的と手段の因果関係が成り立ち、各視点の重要成功要因

の間にも因果関係が成り立っている必要がある。第 5 ステップは、戦略目標の設定と重要成功要因を

受けて、各視点の重要業績評価指標（KPI：Key Performance Indicator）を設定する。第 6 ステッ

プは、重要業績評価指標に対するターゲット（数値目標）を設定する。第 7 ステップでは戦略的実施

項目（アクション・プラン）が策定される。

　以上の 7 つのステップに沿って、中堅総合建設会社（全社ベース）の戦略マップと BSC を次のと

おり提唱する（図表 1 および図表 2 参照）。

第1ステップ（ビジョンと戦略の策定）

　第1ステップのビジョンと戦略の策定では、ビジョンとしては企業価値の向上をめざし、そのビジョ

ンの実現のための戦略として自己資本利益率の向上をめざすことにする。

第2ステップ（視点の洗い出し）

　第 2 ステップのビジョンや戦略を実現する視点の洗い出しでは、様々な産業の実情に合わせた視点

の設定が許容されているが、一般的に設定されている 4 つの視点である財務、顧客、社内ビジネス・

プロセス、従業員の学習と成長の各視点を建設業でも採用する。なお、建設業でいう顧客とは発注者

であるディベロッパーや官庁のような施主を意味している。
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第3ステップ（戦略目標（KGI）の設定と戦略マップの作成）

　視点の洗い出しを受けて、戦略目標（KGI）の設定と戦略マップの作成を行う（図表 1 参照）。

図表 1　中堅総合建設会社の全社レベルの戦略マップ（例）

企業価値と
ROIの向上

売上高向上 生産性向上

顧客の販売力・
利益率の向上

ブランド認知度
の向上

顧客満足度の
向上

イノベーション
建築物の新しい機
能やブランドの確
立による顧客創造

顧客マネジメント
顧客が抱える問題
を解決する能力が
発揮できる顧客接
点・サービス設計

オペレーション
品質向上、見積工
事原価･工事原価
削減、工期短縮、
機能向上

環境･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
規制および環境へ
の配慮

戦略的能力の
育成

戦略的技術の
習得

行動に対する
前向きな組織風土

� （筆者作成）　　　　　　

　まず、財務の視点では、自己資本利益率を向上させるためには（1）売上高の向上と（2）生産性の

向上が重要であり、それらを戦略目標とする。

　顧客（施主）の視点では、次の 3 点を戦略目標とする。まず、（1）顧客（施主）の販売力・利益率

の向上であり、財務の視点の売上高の向上と生産性の向上の両方に対して因果連鎖がある。次の戦略

目標は（2）顧客（施主）満足度の向上である。建設業では施主の立場に立って施主が抱える問題を

解決する顧客（施主）対応能力の向上は受注の増加につながり、財務の視点の売上高の向上と因果連

鎖がある。そして最後が（3）ブランド認知度の向上である。こうした製品・サービス力による差別

化は、財務の視点の売上高の向上と因果連鎖がある。

　社内ビジネス・プロセスの視点では、次の 4 点を戦略目標とする。まず、（1）建築物の新しい機能

やブランドの確立により顧客（施主）を創造するイノベーションである。これは顧客の視点のブラン

ド認知度の向上と因果連鎖がある。次に、（2）施主が抱える問題を解決する能力が発揮できる顧客（施

主）マネジメントであり、これは顧客（施主）満足度の向上と因果連鎖がある。そして、（3）建築物

の品質の維持・向上、見積工事原価の削減、工事原価の削減、工期の厳守・短縮、機能の向上をもた

らすオペレーションである。これらは財務の視点における生産性向上および顧客の視点における顧客

（施主）の販売力・利益率の向上と因果連鎖がある。最後の戦略目標が、（4）環境保全・コンプライ

アンス遵守であり、顧客（施主）の販売力・利益率の向上、顧客（施主）満足度の向上およびブラン

ド認知度の向上と因果連鎖がある。
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　従業員の学習と成長の視点では、次の 3 点を戦略目標とする。まず（1）戦略的能力の育成である。

戦略的能力の育成は、社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、顧客（施主）マネジメント、

オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守の各戦略目標と幅広く因果連鎖がある。次の

目標が（2）戦略的技術の習得である。これは社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、顧

客（施主）マネジメントおよびオペレーションの各戦略目標と因果連鎖がある。そして（3）行動に

対する前向きな組織風土の醸成である。これは社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、顧

客（施主）マネジメント、オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守の各戦略目標と因

果連鎖があると考えられる。

第4ステップ（重要成功要因（KSF）の洗い出し）

　第 4 ステップは、各視点の各戦略目標を実現する重要成功要因（KSF）の洗い出しである。

　財務の視点の戦略目標は売上高向上と生産性の向上であるが、それらの重要成功要因は、（1）年間

受注工事高の向上と（2）粗利益額（率）の向上である。建設業は受注産業であり、受注した建築物

件の竣工・引き渡しを通じて完成工事高すなわち売上高が計上されるので、目標受注工事高の達成が

目標売上高の達成につながる。また、最も重要なのは粗利益額（率）の向上で、工事原価以外のコス

トは変動要因が少ないため、粗利益額（率）が向上すれば、営業損益、経常損益も連鎖的に向上する。

　次に、顧客の視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）顧客（施主）の販売力・利益率の向

上の重要成功要因としては、①建築物に瑕疵がないこと、②躯体・外装・内装の各工事の品質向上、

③見積価額が安く受注競争において競争力があるため、施主にとってもエンドユーザーに対して販売

力があること、また、各作業所での施工管理の強化と購買部門よる競争入札や集中購買などの実施に

よる工事原価の削減を通じて価格競争力を強化していくこと、④工期を厳守することで施主やエンド

ユーザーに迷惑をかけないこと、⑤電気やガスなど付帯設備の機能の向上、などである。これらは、

財務の視点の年間受注工事高の向上と粗利益額（率）の向上の両方と因果連鎖がある。（2）顧客（施

主）満足度の向上の重要成功要因としては、①施主のニーズや瑕疵・不具合に迅速に対応しているこ

と、② VE（Value Engineering）の提案や技術提案型の営業展開に積極的であること、③施主の経

営悪化に際しては施主に対して迅速に対応していること、などである。こうした顧客（施主）対応能

力は受注の増加につながり、財務の視点の年間受注工事高の向上と因果連鎖がある。（3）ブランド認

知度の向上の重要成功要因は、耐震性・免震性・外気に対する断熱工法などの技術開発などである。

これは財務の視点の年間受注工事高の向上と因果連鎖がある。

　続いて、社内ビジネス・プロセスの視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）イノベーショ

ンのプロセスでは、①独自の技術開発、②独自の技術開発が困難な場合でも各種研究会への参加によ

る情報収集、③同業他社との技術提携、などである。これらは顧客の視点のブランド認知度の向上と

因果連鎖がある。（2）顧客マネジメントのプロセスでは、①情報交換等により施主と良好な関係を構

築し、施主のニーズや瑕疵・不具合に迅速な対応ができるように営業部門・工事部門・工務部門との

定期的な連絡会議を開催すること、②施主に対する VE の提案や技術提案型の営業展開についても独

自の技術開発・情報収集・同業他社との技術提携を実施すること、③施主に対する与信管理の強化と
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債権に貸倒リスクがある場合は協議のうえで施主から保存登記に必要な書類一式を預かることなどを

行って債権保全策を導入すること、などが挙げられる。これらは顧客の視点の顧客（施主）満足度の

向上と因果連鎖がある。（3）オペレーションのプロセスでは、①施工ミスと補償工事を削減して品質

を向上させること、②受注時に営業部門をはじめ工事・工務・購買・管理の各部門による組織横断的

な会議を開催し、利益の確保と競争力強化を目的に見積工事原価を作り込むこと、施工中においては

各作業所と購買部門とが工事原価の削減に努めること、③工期を厳守・短縮すること、④付帯設備の

機能を向上させること、などである。これらは、顧客（施主）の販売力・利益率の向上と因果連鎖が

ある。（4）環境保全・コンプライアンス遵守のプロセスでは、①労働災害ゼロに向けた安全パトロー

ルを実施すること、②長時間労働の是正など労働関係法令の遵守と健全な労使関係の構築を図るこ

と、③法令違反や不正行為を防止すること、④産業廃棄物の分別など環境への配慮を徹底すること、

などである。このプロセスは、顧客（施主）の販売力・利益率の向上、顧客（施主）満足度の向上、

およびブランド認知度の向上と因果関係がある。

　最後に、従業員の学習・成長の視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）戦略的能力の育成

では、施工実績の蓄積、技術者の確保、階層別教育・階層別営業マン育成教育・安全教育・コンプラ

イアンス研修などである。戦略的能力の育成は、社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、

顧客マネジメント、オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守と幅広く因果連鎖がある。

（2）戦略的技術の習得では、技術力向上の教育および宅地建物取引主任・一級建設業経理士・一級建

築士・一級建築施工管理技士・一級土木施工管理技士などの資格取得が考えられる。これらは、社内

ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、顧客マネジメント、およびオペレーションと因果連鎖

がある。（3）行動に対する前向きな組織風土の醸成のプロセスは、管理者のリーダーシップと組織統

合、従業員のモチベーションのアップ、パワハラやセクハラの防止、法令違反や不正行為の防止、従

業員の健康管理、などである。このプロセスは、社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、

顧客マネジメント、オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守と幅広く因果連鎖がある。

第5ステップ（業績評価指標（KPI）の設定）および第6ステップ（ターゲット（数値目標）の設定）

　第 5 ステップでは各視点の業績評価指標（KPI）を設定し、併せて第 6 ステップとして、業績評価

指標に対するターゲット（数値目標）を過去の実績に努力目標を加えて設定する。ただし、以下に述

べる目標値は、同社の平成 28 年当時の状況を念頭に置いて作成したものである。

　まず、財務の視点では、年間受注工事高と粗利益額（率）が業績評価指標であり、全社ベースの数

値目標は、年間受注工事高 40,000 百万円 / 年と粗利益額（率）3,200 百万円（8.0％）以上とする。

　次に、顧客（施主）の視点での業績評価指標と数値目標は以下のとおりである。（1）顧客（施主）

の販売力・利益率の向上では、①瑕疵の件数は年 2 件以内とすること、②施工ミスと補償工事の件数

は年 3 件以内とすること、③失注件数は 20 件以内とすること（失注の件数が少ないほど競争力があ

る）、④工期が守られなかった件数は 0 件とすることなどである。（2）顧客（施主）満足度の向上では、

①施主のニーズや瑕疵・不具合に迅速に対応することで施主からの苦情件数を 0 件とすること、顧客

満足度調査の点数を 10 点満点で平均 8 点以上にすること、② VE の提案や技術提案型の営業展開の
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件数を年 40 件以上にすること、③施主の経営悪化に際して迅速に対応することでトラブル件数を 0

件とすることである。（3）ブランド認知度の向上では、建築物の耐震性や断熱工法などの技術開発件

数を年 1 件以上とすることである。

　続いて、社内ビジネス・プロセスの視点での業績評価指標と数値目標は次のとおりである。（1）イ

ノベーションのプロセスでは、①独自の技術開発件数を年 1 件以上とすること、②独自の技術開発が

困難な場合でも各種研究会への参加回数を年 5 回とすること、③同業他社との技術提携の件数を年 1

件とすること、などが考えられる。（2）顧客マネジメントのプロセスでは、①施主のニーズや瑕疵・

不具合に迅速な対応ができるように臨時および月次の定期連絡会議を開催すること、②施主に対する

VE の提案や技術提案型の営業展開についても独自の技術開発件数を年 1 件以上、各種研究会への参

加回数を年 5 回、同業他社との技術提携件数を年 1 件とすること、③約束手形のジャンプの発生件数

を 2 件以内、施主に対する債権の貸倒件数を年 0 件とすることとする。（3）オペレーションのプロセ

スでは、①躯体・外装・内装の各工事の品質を高め、瑕疵を削減するための現場巡回や施工管理のフォ

ローアップの実施回数を月 2 回、②受注時粗利益率からの回復利益率を 1 物件 2.0％以上、また、施

工中は各作業所と購買部門による工事原価の削減により最終粗利益率を 1 物件 8.0％以上、③工期厳

守のための現場巡回の回数を月 2 回実施、施工時の手戻り・手直しの件数を年 4 件以内（件数が少な

いほど定められた工期の厳守が可能になる）、④付帯設備の機能向上を年 2 件以上、とする。（4）環

境保全・コンプライアンス遵守のプロセスでは、①労災ゼロに向けた安全パトロールを 2 か月に 1 回

実施すること、労働災害件数を 0 件とすること、度数率・強度率などの数値でも管理すること、②労

働時間管理の徹底、月次での勤務表のチェック、③法令違反や不正行為を年 0 件とすること、④産業

廃棄物の分別に向けたパトロールを 2 か月に 1 回実施すること、などである。

　最後に、従業員の学習・成長の視点での業績評価指標と数値目標は次のとおりである。（1）戦略的

能力の育成では、施工実績の蓄積、技術者の確保、教育計画に基づく階層別教育・階層別営業マン育

成教育・安全教育研修の回数を年 2 回実施すること、法令違反や不正行為の防止を目的としたコンプ

ライアンス研修を年 2 回実施することとする。（2）戦略的技術の習得では、技術力向上の教育を年 1

回、宅地建物取引主任・一級建設業経理士・一級建築士・一級建築施工管理技士・一級土木施工管理

技士の各部門年間 2 人の合格者とする。（3）行動に対する前向きな組織風土では、管理者のリーダー

シップと組織統合、従業員のモチベーションのアップなどの研修の回数を年 1 回実施すること、従業

員の健康診断を年 1 回実施することである。

第7ステップ（戦略的実施項目（アクション・プラン）の策定）

　第 7 ステップは、戦略的実施項目（アクション・プラン）の策定である。これまで述べてきた各視

点の戦略目標を達成するための事項を次のとおり確実に実行する必要がある。

　財務の視点での戦略的実施項目は、（1）受注計画と営業政策を実行に移して目標受注工事高を確保

すること、および（2）粗利益額（率）の向上については、受注時では利益の確保と競争力強化に向

けた見積工事原価の作り込みを実施し、施工段階では各作業所と購買部門が工事原価圧縮に努めるこ

と、である。
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　顧客の視点での戦略的実施項目は次のとおりである。まず、（1）顧客（施主）の販売力・利益率の

向上では、①瑕疵をなくすこと、②施工ミスと補償工事を撲滅して品質を向上させること、③受注時

の見積工事原価や工事原価を圧縮して価格競争力を高めること、④工期を厳守・短縮すること、⑤付

帯設備の機能を向上させること、である。次に、（2）顧客（施主）満足度の向上では、①顧客のニー

ズや瑕疵・不具合に迅速に対応すること、② VE の提案や技術提案型の営業展開を積極的に行うこと、

③施工中と竣工引渡後を問わず施主の経営悪化に際して迅速に対応すること、である。さらに（3）

ブランド認知度の向上では技術開発を行うこと、などである。

　社内ビジネス・プロセスの視点での戦略的実施項目は次のとおりである。まず、（1）イノベーショ

ンのプロセスでは、①独自の技術開発、②情報収集、③同業他社との技術提携、を実施することであ

る。次に、（2）顧客マネジメントのプロセスでは、①施主のニーズをはじめ瑕疵や不具合にも迅速に

対応できるよう組織横断的な定期連絡会議を開催すること、②施主に対する VE の提案や技術提案型

の営業展開についても、独自の技術開発・情報収集・同業他社との技術提携を行うこと、③施主に対

する与信管理の強化と貸倒リスクがある場合は協議のうえで施主から保存登記に必要な書類一式を預

かるなどの債権保全策を導入すること、である。続いて、（3）オペレーションのプロセスでは、①瑕

疵の削減や各工事の品質向上に向けた現場巡回やフォローアップを実施すること、②利益の確保と競

争力強化に向けて、受注時に原価企画の考え方の援用により組織横断的な会議を開催して見積工事原

価を作り込むこと、および各作業所での施工管理の強化と購買部門よる競争入札や集中購買などの実

施により工事原価を削減すること、③現場巡回やフォローアップにより工期を厳守すること、④付帯

設備の機能向上、などである。最後に、（4）環境保全・コンプライアンス遵守のプロセスでは、①安

全パトロールの実施、②労働時間管理の実施、③法令違反・不正行為の防止、④産業廃棄物の分別な

ど環境への配慮、などである。

　従業員の学習・成長の視点での戦略的実施項目は次のとおりである。まず、（1）戦略的能力の育成

では、施工実績の蓄積、技術者の確保、教育計画に基づく階層別教育・階層別営業マン育成教育・安

全教育・コンプライアンス研修の実施である。次に、（2）戦略的技術の習得では、技術力向上の研修、

資格取得に向けた研修と奨励、である。そして（3）行動に対する前向きな組織風土では、管理者のリー

ダーシップと組織統合、従業員のモチベーションのアップなどの研修の実施、従業員の健康診断の実

施、などである。

Ⅳ　中堅総合建設会社の営業部門におけるBSC構築
　次に、建設業の各部門のうち営業部門への BSC の展開について検討する。営業部門は工事物件の

受注にとどまらず、工事部門や工務部門など工事関連部門の業務をサポートするとともに竣工後の最

終粗利益の確保や施主に対する資金回収までの責任を負わなければならない。利益や与信を軽視した

受注至上主義を排除するためである。前述の 7 つのステップを通じて、営業部門の戦略マップと

BSC を策定すれば次のとおりである（図表 3 および図表 4 参照）。
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第1ステップ（ビジョンと戦略の策定）

　まず、第 1 ステップのビジョンと戦略の策定では、全社ベースと同様に企業価値の向上をめざし、

そのビジョンの実現のための戦略として自己資本利益率の向上をめざす。

第2ステップ（視点の洗い出し）

　第 2 ステップのビジョンや戦略を実現する視点の洗い出しでは、全社ベースと同様に、財務、顧客、

社内ビジネス・プロセス、従業員の学習と成長の 4 つの視点とする。

第3ステップ（戦略目標（KGI）の設定と戦略マップの作成）

　第 3 ステップでは、視点の洗い出しを受け、戦略目標（KGI）の設定と戦略マップの作成を行う（図

表 3 参照）。

図表 3　中堅総合建設会社の営業部門の戦略マップ（例）

企業価値と
ROIの向上

売上高向上 生産性向上

顧客の販売力・
利益率の向上

顧客満足度の
向上

顧客マネジメント
顧客が抱える問題
を解決する能力が
発揮できる顧客接
点・サービス設計

オペレーション
見積工事原価の削
減

環境･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
規制および環境へ
の配慮

戦略的能力の
育成

戦略的技術の
習得

行動に対する
前向きな組織風土

� （筆者作成）　　　　　　

　財務の視点では、自己資本利益率を向上させるために、（1）売上高の向上と（2）生産性の向上が

重要であり、それらを戦略目標とする。

　顧客（施主）の視点では次の 2 点を戦略目標とする。まず、（1）顧客（施主）の販売力・利益率の

向上である。具体的には、見積工事原価の削減による差別化である。見積工事原価の削減は年間受注

工事高と受注時粗利益額（率）の向上につながり、財務の視点の売上高と生産性の向上の両方に対し

て因果連鎖がある。次の戦略目標は、（2）顧客（施主）満足度の向上である。建設業では、施主の立

場に立って施主が抱える問題を解決する顧客（施主）対応能力は受注の増加につながり、財務の視点

の売上高の向上と因果連鎖がある。

　社内ビジネス・プロセスの視点では次の 3 点を戦略目標とする。まず、（1）施主が抱える問題を解

決する能力が発揮できる顧客（施主）マネジメントであり、これは顧客（施主）満足度の向上と因果
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連鎖がある。次に、（2）見積工事原価の削減をもたらすオペレーションである。これは顧客（顧客）

の販売力・利益率の向上などと因果連鎖がある。最後の戦略目標が、（3）環境保全・コンプライアン

ス遵守であり、顧客（施主）の販売力・利益率の向上と顧客（施主）満足度の向上に対して因果連鎖

がある。

　従業員の学習と成長の視点では次の 3 点を戦略目標とする。まず、（1）戦略的能力の育成である。

戦略的能力の育成は、社内ビジネス・プロセスの視点の顧客（施主）マネジメントおよび環境保全・

コンプライアンス遵守と因果連鎖がある。次の目標が、（2）戦略的技術の習得である。これは社内ビ

ジネス・プロセスの視点の顧客（施主）マネジメントおよびオペレーションの戦略目標と因果連鎖が

ある。そして、（3）行動に対する前向きな組織風土の醸成である。これは、社内ビジネス・プロセス

の視点の顧客（施主）マネジメント、オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守と因果

連鎖がある。

第4ステップ（重要成功要因（KSF）の洗い出し）

　第 4 ステップは、戦略目標を実現する重要成功要因（KSF）の洗い出しである。

　財務の視点の戦略目標は売上高の向上と生産性の向上であるが、それらの重要成功要因は、（1）年

間受注工事高の向上と（2）受注時粗利益額（率）の向上である。建設業は受注産業であり、受注し

た建築物件の竣工・引き渡しを通じて完成工事高すなわち売上高が計上されるので、目標受注工事高

の達成が目標売上高の達成につながる。受注競争の激化に伴い見積工事原価の圧縮が進んだことと見

積工事原価の精度が向上したことにより粗利益額（率）の大部分が受注段階で決まるため、施工段階

での購買発注差益が見込めなくなった。従って、受注時粗利益額（率）の向上を重要成功要因とする。

　顧客の視点では、継続顧客（施主）との関係を保ちつつ新規顧客（施主）の開拓を進める必要があ

るが、重要成功要因を挙げれば次のとおりである。（1）顧客（施主）の販売力・利益率の向上の重要

成功要因としては、見積価額が安く受注競争において競争力があること、施主にとってもエンドユー

ザーに対して販売力があること、である。これは財務の視点の年間受注工事高と受注時粗利益額（率）

の向上の両方に対して因果連鎖がある。（2）顧客（施主）満足度の向上での重要成功要因としては、

①施主と良好な関係を構築し、施主のニーズや瑕疵・不具合に迅速に対応していること、②VE（Value 

Engineering）の提案や技術提案型の営業展開に積極的であること、③施工中と竣工引渡後を問わず

施主の経営悪化に際しては施主に対して迅速に対応していること、が考えられる。こうした顧客（施

主）対応能力は受注の増加につながり、財務の視点の年間受注工事高の向上に対して因果連鎖がある。

　社内ビジネス・プロセスの視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）顧客マネジメントのプ

ロセスでは、①施主と良好な関係を構築し、施主のニーズや瑕疵・不具合に迅速な対応ができるよう

に工事部門や工務部門との定期的な連絡会議を開催すること、②施主に対する VE の提案や技術提案

型の営業展開についても工事部門や工務部門と共同して独自の技術開発・情報収集・同業他社との技

術提携を実施すること、③施主に対する与信管理の強化と債権の貸倒リスクがある場合は施主から保

存登記に必要な書類一式を預かるなどの債権保全策を導入すること、などが挙げられる。これらは顧

客の視点の顧客（施主）満足度の向上と因果連鎖がある。（2）オペレーションのプロセスでは、受注
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前に工事、工務、購買、管理の各部門とともに組織横断的な会議を開催して利益の確保と競争力強化

を目的に見積工事原価を作り込むことである。これは顧客（施主）の販売力・利益率の向上と因果連

鎖がある。（3）環境保全・コンプライアンス遵守のプロセスでは、①長時間労働の是正など労働関係

法令の遵守と健全な労使関係の構築を図ること、②法令違反や不正行為を防止すること、である。こ

れらは顧客（施主）の販売力・利益率の向上および顧客（施主）満足度の向上と因果連鎖がある。

　従業員の学習・成長の視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）戦略的能力の育成では、階

層別教育、階層別営業マン育成教育、安全教育、コンプライアンス研修などである。戦略的能力の育

成は、社内ビジネス・プロセスの視点の顧客マネジメントおよび環境保全・コンプライアンス遵守と

因果連鎖がある。（2）戦略的技術の習得では、宅地建物取引主任、一級建設業経理士などの資格取得

が考えられる。これらは社内ビジネス・プロセスの視点の顧客マネジメントおよびオペレーションと

因果連鎖がある。（3）行動に対する前向きな組織風土の醸成では、管理者のリーダーシップと組織統

合、従業員のモチベーションのアップ、法令違反や不正行為の防止、従業員の健康管理などであり、

このプロセスは社内ビジネス・プロセスの視点の顧客マネジメント、オペレーションおよび環境保

全・コンプライアンス遵守と因果連鎖がある。

第5ステップ（業績評価指標（KPI）の設定）および第6ステップ（ターゲット（数値目標）の設定）

　第 5 ステップでは各視点の業績評価指標（KPI）を設定し、併せて第 6 ステップとして、業績評価

指標に対するターゲット（数値目標）を過去の実績に努力目標を加えて設定する。

　財務の視点では、年間受注工事高と受注時粗利益額（率）が業績評価指標であり、数値目標は年間

受注工事高 40,000 百万円 / 年と受注時粗利益額（率）2,400 百万円（6.0％）以上とする。

　顧客（施主）の視点での業績評価指標と数値目標は以下のとおりである。（1）顧客（施主）の販売

力・利益率の向上では、失注件数を年 20 件以内とすることである。（2）顧客（施主）満足度の向上

では、①施主のニーズ、瑕疵・不具合に迅速に対応して施主からの苦情回数を 0 件とすること、顧客

満足度調査の点数を 10 点満点で平均 8 点以上とすること、② VE の提案や技術提案型の営業展開の

件数を年 40 件以上とすること、③施主の経営悪化に際してトラブル件数を 0 件とすること、である。

　社内ビジネス・プロセスの視点での業績評価指標と数値目標は以下のとおりである。（1）顧客マネ

ジメントのプロセスでは、①施主のニーズ、瑕疵・不具合に迅速な対応ができるように工事部門や工

務部門と共同して臨時および月次の定期連絡会議を開催すること、② VE の提案や技術提案型の営業

展開についても工事部門や工務部門と共同して独自の技術開発件数を年 1 件以上とすること、各種研

究会への参加回数を年 5 回とすること、同業他社との技術提携件数を年 1 件とすること、③約束手形

のジャンプの発生件数を 2 件以内、債権の貸倒件数を年 0 件とすることとする。（2）オペレーション

のプロセスでは、受注時粗利益額（率）を 2,400 百万円（6.0％）以上とすることとする。（3）環境保

全・コンプライアンス遵守のプロセスでは、①労働関係法令の遵守など月次での勤務表をチェックす

ること、②法令違反や不正行為の発生件数を年 0 件とすることなどである。

　従業員の学習・成長の業績評価指標と数値目標は次のとおりである。（1）戦略的能力の育成では、

教育計画に基づく階層別教育・階層別営業マン育成教育・安全教育研修の回数を年 2 回とすること、
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法令違反や不正行為の防止のコンプライアンス研修を年 2 回実施することとする。（2）戦略的技術の

習得では、宅地建物取引主任・一級建設業経理士の各部門年間 2 人の合格者とすること、（3）行動に

対する前向きな組織風土では、管理者のリーダーシップと組織統合、従業員のモチベーションのアッ

プなどの研修の回数を年 1 回実施すること、従業員の健康診断を年 1 回行うことなどである。

第7ステップ（戦略的実施項目（アクション・プラン）の策定）

　第 7 ステップは戦略的実施項目（アクション・プラン）の策定である。これまで述べてきた各視点

の戦略目標を達成するための事項を次のとおり確実に実行する必要がある。

　財務の視点での戦略的実施項目は、（1）受注計画と営業政策を実行に移して目標受注工事高を確保

すること、（2）粗利益額（率）の向上については、受注時での見積工事原価の作り込みを実施し、工

事原価圧縮に努めることである。

　顧客の視点での戦略的実施項目は次のとおりである。（1）顧客（施主）の販売力・利益率の向上で

は、見積工事原価を圧縮して競争力を高めることである。（2）顧客（施主）満足度の向上では、①顧

客のニーズ、瑕疵・不具合に迅速に対応すること、② VE の提案や技術提案型の営業展開を積極的に

行うこと、③施主の経営悪化に際して迅速に対応すること、である。

　社内ビジネス・プロセスの視点での戦略的実施項目は次のとおりである。まず（1）顧客マネジメ

ントのプロセスでは、①施主のニーズに迅速に対応するため組織横断的な定期連絡会議を開催するこ

と、② VE の提案や技術提案型の営業展開についても、独自の技術開発、情報収集、同業他社との技

術提携を行うこと、③施主に対する与信管理の強化と貸倒リスクがある場合は施主から保存登記に必

要な書類一式を預かるなどの債権保全策を導入すること、である。（2）オペレーションのプロセスで

は、利益の確保と競争力強化に向けて、受注時に原価企画の考え方の援用により組織横断的な会議を

開催して見積工事原価を作り込むこと、である。（3）環境保全・コンプライアンス遵守のプロセスで

は、労働時間管理を実施すること、法令違反や不正行為を防止すること、などである。

　従業員の学習・成長の視点での戦略的実施項目は次のとおりである。（1）戦略的能力の育成では、

教育計画に基づく階層別教育・階層別営業マン育成教育・安全教育・コンプライアンス研修を実施す

ること、である。（2）戦略的技術の習得では、資格取得に向けた研修と奨励である。（3）行動に対す

る前向きな組織風土では、管理者のリーダーシップと組織統合、従業員のモチベーションのアップな

どの研修の実施、従業員の健康診断の実施、などである。

Ⅴ　中堅総合建設会社の工事部門におけるBSC構築
　工事部門は施工に際して施工管理を徹底するにとどまらず、営業部門や工務部門などの業務をサ

ポートしなければならない。そうした各部門の協力関係が受注競争力や施工能力を強化し、信用力の

向上による優良継続顧客の拡大につながる。BSC 構築の 7 つのステップを通じて、工事部門におけ

る戦略マップおよび BSC を策定すれば次のとおりである（図表 5 および図表 6 参照）。

第1ステップ（ビジョンと戦略の策定）

　第1ステップのビジョンと戦略の策定では、ビジョンとしては企業価値の向上をめざし、そのビジョ
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ンの実現のための戦略として自己資本利益率の向上をめざす。

第2ステップ（視点の洗い出し）

　第2ステップのビジョンや戦略を実現する視点の洗い出しでは、財務、顧客（施主）、社内ビジネス・

プロセス、従業員の学習と成長の 4 つの視点とする。

第3ステップ（戦略目標（KGI）の設定と戦略マップの作成）

　視点の洗い出しを受け、第 3 ステップは、戦略目標（KGI）の設定と戦略マップの作成を行う。（図

表 5 参照）。

図表 5　中堅総合建設会社の工事部門の戦略マップ（例）

企業価値と
ROIの向上

売上高向上 生産性向上

顧客の販売力・
利益率の向上

ブランド認知度
の向上

顧客満足度の
向上

イノベーション
建築物の新しい機
能やブランドの確
立による顧客創造

顧客マネジメント
顧客が抱える問題
を解決する能力が
発揮できる顧客接
点・サービス設計

オペレーション
品質向上、見積工
事原価･工事原価
削減、工期短縮、
機能向上

環境･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
規制および環境へ
の配慮

戦略的能力の
育成

戦略的技術の
習得

行動に対する
前向きな組織風土

� （筆者作成）　　　　　　

　財務の視点では、自己資本利益率を向上させるためには（1）売上高の向上と（2）生産性の向上が

重要であり、それらを戦略目標とする。

　顧客（施主）の視点では、次の 3 点を戦略目標とする。まず、（1）顧客（施主）の販売力・利益率

の向上であり、財務の視点の売上高の向上と生産性の向上と因果連鎖がある。次の目標は、（2）顧客

（施主）満足度の向上である。施主の立場に立って施主が抱える問題を解決する顧客（施主）対応能

力は、財務の視点の売上高の向上と因果連鎖がある。そして（3）ブランド認知度の向上である。こ

うした製品力・サービス力による差別化は、技術開発などを通じて実現するもので、財務の視点の売

上高の向上と因果連鎖がある。

　社内ビジネス・プロセスの視点では、次の 4 点を戦略目標とする。まず、（1）建築物の新しい機能

およびブランドの確立により顧客（施主）を創造するイノベーションである。これは顧客の視点のブ

ランド認知度の向上と因果連鎖がある。次に、（2）施主が抱える問題を解決する能力が発揮できる顧

客（施主）マネジメントである。これは顧客（施主）満足度の向上と因果連鎖がある。そして、（3）
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建築物の品質の維持・向上、見積工事原価の削減、工事原価の削減、工期の厳守・短縮、機能の向上

をもたらすオペレーションである。これらは財務の視点における生産性向上および顧客の視点におけ

る顧客（施主）の販売力・利益率の向上と因果連鎖がある。最後の戦略目標が、（4）環境保全・コン

プライアンス遵守であり、顧客の視点の顧客（施主）の販売力・利益率の向上、顧客（施主）満足度

の向上およびブランド認知度の向上と幅広く因果連鎖がある。

　従業員の学習と成長の視点では、次の 3 点を戦略目標とする。まず（1）戦略的能力の育成である。

これは社内ビジネス・プロセスの視点の新しい機能やブランドの確立により顧客（施主）を創造する

イノベーション、顧客（施主）マネジメント、オペレーション、環境保全・コンプライアンス遵守と

因果連鎖がある。次が（2）戦略的技術の習得である。社内ビジネス・プロセスの視点の新しい機能

やブランドの確立により顧客（施主）を創造するイノベーションおよびオペレーションの各目標と因

果連鎖がある。そして、（3）行動に対する前向きな組織風土の醸成である。これは、社内ビジネス・

プロセスの視点の建築物の新しい機能やブランドの確立により顧客（施主）を創造するイノベーショ

ン、顧客（施主）マネジメント、オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守と幅広く因

果連鎖がある。

第4ステップ（重要成功要因（KSF）の洗い出し）

　第 4 ステップは、戦略目標を実現する重要成功要因（KSF）の洗い出しである。

　財務の視点の戦略目標は売上高の向上と生産性の向上であるが、それらの重要成功要因は、（1）年

間完成工事高の向上と（2）粗利益額（率）の向上である。受注物件について厳格な施工管理を通じ

て完成工事高を計上するとともに粗利益額（率）を向上させる。

　次に、顧客の視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）顧客（施主）の販売力・利益率の向

上の重要成功要因としては、①建築物に瑕疵がないこと、②躯体・外装・内装の各工事の品質を向上

させること、③見積価額および工事原価が安く受注競争において競争力があること、④工期を厳守す

ることで施主やエンドユーザーに迷惑をかけないこと、⑤電気・ガス・上下水道など付帯設備の機能

を向上させること、などである。これらは財務の視点の年間完成工事高の向上と粗利益額（率）の向

上の両方と因果連鎖がある。（2）顧客（施主）満足度の向上の重要成功要因としては、①施主と良好

な関係を構築し、施主のニーズ、瑕疵・不具合に迅速に対応していること、② VE（Value 

Engineering）の提案や技術提案型の営業展開に積極的であること、である。これらは財務の視点の

売上高の向上と因果連鎖がある。（3）ブランド認知度の向上の重要成功要因は、建築物の耐震性・免

震性・外気に対する断熱工法などの技術開発などであり、これらは財務の視点の売上高の向上と因果

連鎖がある。

　続いて、社内ビジネス・プロセスの視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）イノベーショ

ンのプロセスでは、①独自の技術開発、②独自の技術開発が困難な場合でも各種研究会への参加によ

る情報収集、③同業他社との技術提携、である。これらは顧客の視点のブランド認知度の向上と因果

連鎖がある。（2）顧客マネジメントのプロセスでは、①施主のニーズ、瑕疵・不具合に迅速な対応が

できるように営業部門や工務部門と定期的に連絡会議を開催すること、② VE の提案や技術提案型の
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営業展開についても工務部門と共同して独自の技術開発や情報収集を実施すること、同業他社との技

術提携による営業部門への協力を行うこと、であり、これらは顧客（施主）満足度の向上と因果連鎖

がある。（3）オペレーションのプロセスでは、①施工ミスと補償工事を削減して品質を向上させるこ

と、②受注前に営業部門をはじめ工務・購買・管理の各部門と組織横断的な会議を開催して利益の確

保と競争力強化を目的に見積工事原価を作り込むこと、また、施工中は各作業所と購買部門が工事原

価の削減に努めること、③工期を厳守すること、④付帯設備の機能を向上させること、である。これ

らは顧客（施主）の販売力・利益率の向上と因果連鎖がある。（4）環境保全・コンプライアンス遵守

のプロセスでは、①労働災害ゼロに向けた安全パトロールを実施すること、度数率・強度率でも管理

すること、②長時間労働の是正など労働関係法令の遵守と健全な労使関係の構築を図ること、③法令

違反や不正行為を防止すること、④産業廃棄物の分別など環境への配慮を徹底すること、などである。

これらは、顧客（施主）の販売力・利益率の向上、顧客（施主）満足度の向上およびブランド認知度

の向上と因果関係がある。

　最後に、従業員の学習・成長の視点での重要成功要因は次のとおりである。（1）戦略的能力の育成

では、施工実績の蓄積、技術者の確保、階層別教育・安全教育・コンプライアンス研修などである。

戦略的能力の育成は、社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、顧客（施主）マネジメント、

オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守と因果連鎖がある。（2）戦略的技術の習得で

は、技術力向上の教育、一級建築士・一級建築施工管理技士・一級土木施工管理技士などの資格取得

が考えられる。これらは社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーションおよびオペレーションと因

果連鎖がある。（3）行動に対する前向きな組織風土の醸成では、管理者のリーダーシップと組織統合、

従業員のモチベーションのアップ、パワハラ・セクハラの防止、法令違反や不正行為の防止、従業員

の健康管理、などである。これらは、社内ビジネス・プロセスの視点のイノベーション、顧客マネジ

メント、オペレーションおよび環境保全・コンプライアンス遵守と幅広く因果連鎖がある。

第5ステップ（業績評価指標（KPI）の設定）および第6ステップ（ターゲット（数値目標）の設定）

　第 5 ステップでは各視点の業績評価指標（KPI）を設定し、併せて第 6 ステップとして、業績評価

指標に対するターゲット（数値目標）を過去の実績に努力目標を加えて設定する。

　まず財務の視点では、年間完成工事高と粗利益額（率）が業績評価指標で、全社ベースの数値目標

は、年間完成工事高 40,000 百万円 / 年と粗利益額（率）3,200 百万円（8.0％）以上とする。

　次に、顧客（施主）の視点での業績評価指標と数値目標は以下のとおりである。（1）顧客（施主）

の販売力・利益率の向上では、①瑕疵の件数を年 2 件以内とすること、②施工ミスと補償工事の件数

を年 3 件以内とすること、③失注件数を 20 件以内にすること、④工期が守られなかった件数を 0 件

とすること、⑤付帯設備の機能向上を年 2 件以上とすることである。（2）顧客（施主）満足度の向上

では、①施主からの苦情回数を 0 件とすること、顧客満足度調査の点数を 10 点満点で平均 8 点以上

とすること、② VE の提案や技術提案型の営業展開の件数を年 40 件以上とすることである。（3）ブ

ランド認知度の向上では、耐震性や断熱工法などの技術開発件数を年 1 件以上とすることである。

　社内ビジネス・プロセスの視点での業績評価指標と数値目標は次のとおりである。（1）イノベー



青山経営論集　第 54 巻　第 3 号

18

ションのプロセスでは、①独自の技術開発件数を年 1 件以上、②各種研究会への参加回数は年 5 回、

③同業他社との技術提携の件数は年 1 件などが考えられる。（2）顧客マネジメントのプロセスでは、

①施主のニーズ、瑕疵・不具合に迅速な対応ができるように営業部門などと臨時および月次の定期連

絡会議を開催すること、②施主に対する VE の提案や技術提案型の営業展開についても独自の技術開

発件数を年 1 件以上、各種研究会への参加回数は年 5 回、同業他社との技術提携件数は年 1 件、であ

る。（3）オペレーションのプロセスでは、①躯体・外装・内装の各工事の品質を高め、瑕疵を削減す

るための現場巡回や施工管理のフォローアップの実施回数を月 2 回とすること、②受注時粗利益率か

らの回復利益額率 1 物件 2.0％以上、最終粗利益率 1 物件 8.0％以上とすること、③工期厳守のための

現場巡回や施工管理のフォローアップの回数を月 2 回、施工時の手戻り・手直しの件数を年 4 件以内

とすること（件数が少ないほど工期の厳守が可能）、④付帯設備の機能向上は年2件以上、などである。

（4）環境保全・コンプライアンス遵守のプロセスでは、①安全パトロールの回数は 2 か月に 1 回実施、

労働災害件数 0 件、②労働時間など月次で勤務表をチェックすること、③法令違反や不正行為の発生

件数は年 0 件、④産業廃棄物の分別に向けたパトロール回数を 2 か月に 1 回実施すること、である。

　従業員の学習・成長の視点での業績評価指標と数値目標は次のとおりである。（1）戦略的能力の育

成では、施工実績の蓄積、技術者の確保、教育計画に基づく階層別教育・安全教育研修の回数を年 2

回、法令違反や不正行為に対するコンプライアンス研修を年 2 回それぞれ実施することである。（2）

戦略的技術の習得では、技術力向上の教育を年 1 回、一級建築士・一級建築施工管理技士・一級土木

施工管理技士の各部門年間 2 人の合格者とすることである。（3）行動に対する前向きな組織風土では、

管理者のリーダーシップと組織統合、従業員のモチベーションのアップなどの研修の回数を年 1 回実

施すること、従業員の健康診断を年 1 回実施すること、である。

第7ステップ（戦略的実施項目（アクション・プラン）の策定）

　財務の視点での戦略的実施項目は、（1）受注物件について厳格な施工管理を通じて完成工事高を計

上すること、および（2）粗利益額（率）の向上については、受注時では利益の確保と競争力強化に

向けた見積工事原価の作り込みを実施し、施工段階では各作業所と購買部門が工事原価圧縮に努める

こと、である。

　顧客の視点での戦略的実施項目は次のとおりである。まず、（1）顧客（施主）の販売力・利益率の

向上では、①瑕疵をなくすこと、②施工ミスと補償工事を撲滅して品質を向上させること、③受注時

の見積価額を安くして競争力を高めること、④工期を厳守すること、⑤付帯設備の機能を向上させる

こと、である。（2）顧客（施主）満足度の向上では、①顧客のニーズに迅速に対応すること、② VE

の提案や技術提案型の営業展開を積極的に行うこと、である。（3）ブランド認知度の向上では技術開

発を行うことが挙げられる。

　社内ビジネス・プロセスの視点での戦略的実施項目は次のとおりである。（1）イノベーションのプ

ロセスでは、①独自の技術開発、②情報収集、③同業他社との技術提携を実施することである。（2）

顧客マネジメントのプロセスでは、①施主のニーズ、瑕疵・不具合にも迅速に対応できるよう営業部

門などと定期連絡会議を開催すること、② VE の提案や技術提案型の営業展開についても独自の技術
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開発、情報収集、同業他社との技術提携を行って営業部門の協力を行うこと、である。（3）オペレー

ションのプロセスでは、①瑕疵の削減や各工事の品質向上に向けた現場巡回やフォローアップを実施

すること、②利益の確保と競争力強化に向けて、受注時に原価企画の考え方の援用により組織横断的

な会議を開催して見積工事原価を作り込むこと、各作業所での施工管理の強化と購買部門よる競争入

札や集中購買などの実施により工事原価を削減すること、③現場巡回やフォローアップにより工期を

厳守すること、④付帯設備の機能を向上させること、などである。（4）環境保全・コンプライアンス

遵守のプロセスでは、①安全パトロールの実施、②労働時間管理の実施、③法令違反・不法行為の防

止、④産業廃棄物の分別に向けたパトロールの実施、である。

　従業員の学習・成長の視点での戦略的実施項目は次のとおりである。（1）戦略的能力の育成では、

施工実績の蓄積、技術者の確保、教育計画に基づく階層別教育・安全教育・コンプライアンス研修の

実施である。（2）戦略的技術の習得では、技術力向上の研修、資格取得に向けた研修と奨励である。

そして、（3）行動に対する前向きな組織風土では、管理者のリーダーシップと組織統合ならびに従業

員のモチベーションのアップなどの研修および従業員の健康診断などの実施である。

Ⅵ　おわりに
　建設業においては、受注競争の激化や顧客ニーズの多様化など一層厳しくなる経営環境や一般に導

入されている目標管理制度の問題点を考慮すると、企業価値向上のために BSC を導入することの意

義は大きく、財務の視点だけでなく顧客満足度の向上、社内ビジネス・プロセスの改善、従業員の学

習と成長などの各視点とそれらの因果連鎖への関心の高まりが期待される。本論文では、中堅総合建

設会社の全社ベース・営業部門・工事部門における戦略マップとバランスト・スコアカードを策定し

た。建設業への BSC 導入事例は少なく、建設業での BSC の今後のアクション・リサーチが望まれる

ところである。
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（1）	 筆者の一人である片岡健治は、経営再建を目的として、2003 年（平成 15 年）6 月に親会社である南海電
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度
の

向
上

（
2）

①
施

主
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
に

対
応

し
て

い
る

、
②

Ｖ
Ｅ

の
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

に
積

極
的

で
あ

る
、

③
施

主
の

経
営

悪
化

に
際

し
て

は
施

主
に

対
し

て
迅

速
に

対
応

し
て

い
る

（
2）

①
施

主
か

ら
の

苦
情

回
数

、
顧

客
満

足
度

調
査

の
点

数
、

②
Ｖ

Ｅ
の

提
案

や
技

術
提

案
型

の
営

業
展

開
の

件
数

、
③

施
主

と
の

ト
ラ

ブ
ル

件
数

（
2）

①
0

件
、

10
点

満
点

平
均

8
点

以
上

、
②

年
40

件
以

上
、

③
0

件

（
2）

①
顧

客
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
に

対
応

す
る

、
②

Ｖ
Ｅ

の
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

を
積

極
的

に
行

う
、

③
施

主
の

経
営

悪
化

に
際

し
て

迅
速

に
対

応
す

る

（
3）

ブ
ラ

ン
ド

認
知

度
の

向
上

（
3）

建
築

物
の

耐
震

性
・

免
震

性
・

外
気

に
対

す
る

断
熱

工
法

な
ど

の
技

術
開

発
（

3）
建

築
物

の
耐

震
性

や
断

熱
工

法
な

ど
の

技
術

開
発

件
数

（
3）

年
1

件
以

上
（

3）
技

術
開

発
を

行
う

（
1）

新
し

い
機

能
や

ブ
ラ

ン
ド

の
確

立
に

よ
り

顧
客

（
施

主
）

を
創

造
す

る
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

（
1）

①
独

自
の

技
術

開
発

、
②

各
種

研
究

会
へ

の
参

加
に

よ
る

情
報

収
集

、
③

同
業

他
社

と
の

技
術

提
携

（
1）

①
独

自
の

技
術

開
発

件
数

、
②

各
種

研
究

会
へ

の
参

加
回

数
、

③
技

術
提

携
の

件
数

（
1）

①
年

1
件

以
上

、
②

年
5

回
③

年
1

件
（

1）
①

独
自

の
技

術
開

発
、

②
情

報
収

集
、

③
技

術
提

携

社 内 ビ ジ ネ ス ・ プ ロ セ ス

（
2）

施
主

が
抱

え
る

問
題

を
解

決
す

る
能

力
が

発
揮

で
き

る
顧

客
（

施
主

）
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

（
2）

①
施

主
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
に

対
応

で
き

る
よ

う
に

営
業

部
門

・
工

事
部

門
・

工
務

部
門

と
の

連
絡

会
議

の
開

催
、

②
Ｖ

Ｅ
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

に
つ

い
て

も
独

自
の

技
術

開
発

・
情

報
収

集
・

技
術

提
携

の
実

施
、

③
施

主
に

対
す

る
与

信
管

理
の

強
化

と
債

権
に

貸
倒

リ
ス

ク
が

あ
る

場
合

は
協

議
の

う
え

で
施

主
か

ら
保

存
登

記
に

必
要

な
書

類
一

式
を

預
か

る
な

ど
の

債
権

保
全

策
の

導
入

（
2）

①
連

絡
会

議
の

開
催

数
、

②
独

自
の

技
術

開
発

件
数

、
各

種
研

究
会

へ
の

参
加

回
数

、
技

術
提

携
の

件
数

、
③

約
束

手
形

の
ジ

ャ
ン

プ
の

発
生

件
数

、
施

主
に

対
す

る
債

権
の

貸
倒

件
数

（
2）

①
臨

時
お

よ
び

月
次

の
開

催
、

②
年

1
件

以
上

、
年

5
回

、
年

1
件

。
③

年
2

件
以

内
、

年
0

件

（
2）

①
施

主
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
に

対
応

す
る

た
め

組
織

横
断

的
な

定
期

連
絡

会
議

を
開

催
、

②
技

術
開

発
・

情
報

収
集

・
技

術
提

携
に

よ
り

Ｖ
Ｅ

や
技

術
提

案
型

の
営

業
を

展
開

、
③

施
主

に
対

す
る

与
信

管
理

強
化

と
貸

倒
リ

ス
ク

が
あ

る
場

合
は

債
権

保
全

策
を

導
入
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（
3）

品
質

の
維

持
・

向
上

、
見

積
工

事
原

価
の

削
減

、
工

事
原

価
の

削
減

、
工

期
の

厳
守

・
短

縮
、

機
能

の
向

上
等

を
も

た
ら

す
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

（
3）

①
施

工
ミ

ス
と

補
償

工
事

を
削

減
し

て
品

質
を

向
上

、
②

利
益

の
確

保
と

競
争

力
強

化
に

向
け

た
受

注
時

で
の

見
積

工
事

原
価

の
作

り
込

み
、

各
作

業
所

と
購

買
部

門
に

よ
る

工
事

原
価

の
圧

縮
、

③
工

期
の

厳
守

、
④

付
帯

設
備

の
機

能
向

上

（
3）

①
現

場
巡

回
や

施
工

管
理

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
実

施
回

数
、

②
受

注
時

粗
利

益
率

か
ら

の
回

復
利

益
率

 ま
た

、
各

作
業

所
と

購
買

部
門

に
よ

る
工

事
原

価
の

削
減

に
よ

る
最

終
粗

利
益

率
、

③
工

期
厳

守
の

た
め

の
現

場
巡

回
の

回
数

、
施

工
時

の
手

戻
り

・
手

直
し

の
件

数
、

④
付

帯
設

備
の

機
能

向
上

件
数

（
3）

①
月

2
回

実
施

、
②

1
物

件
2.0

％
以

上
、

1
物

件
8.0

％
以

上
、

③
月

2
回

実
施

、
4

件
以

内
、

④
年

2
件

以
上

（
3）

①
瑕

疵
の

削
減

や
品

質
向

上
に

向
け

た
現

場
巡

回
や

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

実
施

、
②

利
益

の
確

保
と

競
争

力
強

化
に

向
け

て
、

受
注

時
に

組
織

横
断

的
な

会
議

を
開

催
し

て
見

積
工

事
原

価
を

作
り

込
む

、
各

作
業

所
で

の
施

工
管

理
の

強
化

と
購

買
部

門
に

よ
る

競
争

入
札

や
集

中
購

買
に

よ
り

工
事

原
価

削
減

、
③

現
場

巡
回

や
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

に
よ

り
工

期
を

厳
守

、
④

付
帯

設
備

の
機

能
向

上

（
4）

環
境

保
全

・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
遵

守
（

4）
①

労
働

災
害

ゼ
ロ

に
向

け
た

安
全

パ
ト

ロ
ー

ル
の

実
施

、
②

長
時

間
労

働
の

是
正

な
ど

労
働

関
係

法
令

の
遵

守
と

健
全

な
労

使
関

係
の

構
築

、
③

法
令

違
反

や
不

正
行

為
の

防
止

、
④

産
業

廃
棄

物
の

分
別

な
ど

環
境

へ
の

配
慮

（
4）

①
労

災
ゼ

ロ
に

向
け

た
安

全
パ

ト
ロ

ー
ル

の
回

数
、

労
働

災
害

件
数

、
度

数
率

・
強

度
率

な
ど

の
数

値
で

も
管

理
。

②
勤

務
表

の
チ

ェ
ッ

ク
、

③
法

令
違

反
や

不
正

行
為

、
④

産
業

廃
棄

物
の

分
別

に
向

け
た

パ
ト

ロ
ー

ル
回

数
な

ど

（
4）

①
2か

月
に

1回
実

施
、0

件
、

②
月

次
、

③
年

0
件

、
④

2
か

月
に

1
回

実
施

（
4）

①
安

全
パ

ト
ロ

ー
ル

の
実

施
、

②
労

働
時

間
管

理
の

実
施

、
③

法
令

違
反

、
不

正
行

為
の

防
止

、
④

産
業

廃
棄

物
の

分
別

な
ど

環
境

へ
の

配
慮

を
実

施

学 習 と 成 長

（
1）

戦
略

的
能

力
の

育
成

（
1）

施
工

実
績

の
蓄

積
、

技
術

者
の

確
保

、
階

層
別

教
育

・
階

層
別

営
業

マ
ン

育
成

教
育

・
安

全
教

育
・

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

研
修

等

（
1）

各
研

修
の

回
数

（
1）

年
2

回
（

1）
施

工
実

績
の

蓄
積

、
技

術
者

の
確

保
、

教
育

計
画

に
基

づ
く

階
層

別
教

育
・

階
層

別
営

業
マ

ン
育

成
教

育
・

安
全

教
育

・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
研

修
を

実
施

す
る

（
2）

戦
略

的
技

術
の

習
得

（
2）

技
術

力
向

上
の

教
育

、
宅

地
建

物
取

引
主

任
・

一
級

建
設

業
経

理
士

・
一

級
建

築
士

や
一

級
建

築
施

工
管

理
技

士
・

一
級

土
木

施
工

管
理

技
士

な
ど

の
資

格
取

得

（
2）

技
術

力
向

上
の

教
育

、
宅

地
建

物
取

引
主

任
・

一
級

建
設

業
経

理
士

・
一

級
建

築
士

・
一

級
建

築
施

工
管

理
技

士
・

一
級

土
木

施
工

管
理

技
士

の
合

格
者

数

（
2）

年
1

回
、

各
部

門
年

間
2

人
の

合
格

者
（

2）
技

術
力

向
上

、
資

格
取

得
に

向
け

た
研

修
と

奨
励

（
3）

行
動

に
対

す
る

前
向

き
な

組
織

風
土

の
醸

成
（

3）
管

理
者

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

、
従

業
員

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

ア
ッ

プ
、

法
令

違
反

や
不

正
行

為
の

防
止

、
従

業
員

の
健

康
管

理

（
3）

管
理

者
の

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
、

従
業

員
の

モ
チ

ベ
ー

シ
ョ

ン
ア

ッ
プ

な
ど

の
研

修
回

数
、

従
業

員
の

健
康

診
断

（
3）

年
1

回
（

3）
管

理
者

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

、
従

業
員

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

ア
ッ

プ
な

ど
の

研
修

の
実

施
、

従
業

員
の

健
康

診
断

な
ど

の
実

施

�
（
筆
者
作
成
）
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図
表
4　
中
堅
総
合
建
設
会
社
の
営
業
部
門
の
バ
ラ
ン
ス
ト
・
ス
コ
ア
カ
ー
ド
（
B
S
C
）
の
例

視 点
戦
略
目
標
（
K
G
I）

重
要
成
功
要
因
（
K
S
F）

重
要
業
績
評
価
指
標
（
K
P
I）

K
P
I数
値
目
標

戦
略
的
実
施
項
目

財 務

（
1）

売
上

高
の

向
上

（
1）

年
間

受
注

工
事

高
の

向
上

（
1）

年
間

受
注

工
事

高
（

1）
40

,00
0

百
万

円
（

1）
受

注
計

画
を

実
行

に
移

す

（
2）

生
産

性
の

向
上

（
2）

受
注

時
粗

利
益

額
（

率
）

の
向

上
（

2）
受

注
時

粗
利

益
額

（
率

）
（

2）
2,4

00
百

万
円

（
6.0

％
）

以
上

（
2）

受
注

時
で

の
利

益
の

確
保

と
競

争
力

強
化

に
向

け
た

見
積

工
事

原
価

の
作

り
込

み
に

努
め

る

顧 客

（
1）

顧
客

（
施

主
）

の
販

売
力

・
利

益
率

の
向

上
（

1）
見

積
価

額
が

安
く

競
争

力
が

あ
る

、
施

主
に

と
っ

て
も

エ
ン

ド
ユ

ー
ザ

ー
に

対
し

て
販

売
力

が
あ

る

（
1）

失
注

件
数

（
1）

年
20

件
以

内
（

1）
見

積
工

事
原

価
を

圧
縮

し
て

競
争

力
を

高
め

る

（
2）

顧
客（

施
主

）満
足

度
の

向
上

（
2）

①
施

主
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
に

対
応

し
て

い
る

、
②

Ｖ
Ｅ

提
案

や
技

術
提

案
型

の
営

業
展

開
に

積
極

的
で

あ
る

、
③

施
主

の
経

営
悪

化
に

際
し

て
は

施
主

に
対

し
て

迅
速

に
対

応
し

て
い

る

（
2）

①
施

主
か

ら
の

苦
情

回
数

、
顧

客
満

足
度

調
査

の
点

数
、

②
Ｖ

Ｅ
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

の
件

数
、

③
施

主
と

の
ト

ラ
ブ

ル
件

数

（
2）

①
0

件
、

10
点

満
点

平
均

8
点

以
上

、
②

年
40

件
以

上
、

③
0

件

（
2）

①
顧

客
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
に

対
応

す
る

、
②

Ｖ
Ｅ

提
案

や
技

術
提

案
型

の
営

業
展

開
を

積
極

的
に

行
う

、
③

施
工

中
と

竣
工

引
渡

後
を

問
わ

ず
施

主
の

経
営

悪
化

に
際

し
て

迅
速

に
対

応
す

る

社 内 ビ ジ ネ ス ・ プ ロ セ ス

（
1）

施
主

が
抱

え
る

問
題

を
解

決
す

る
能

力
が

発
揮

で
き

る
顧

客
（

施
主

）
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

（
1）

①
営

業
部

門
は

施
主

と
良

好
な

関
係

を
構

築
し

、
施

主
の

ニ
ー

ズ
・

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
な

対
応

が
で

き
る

よ
う

に
工

事
部

門
や

工
務

部
門

と
の

定
期

的
な

連
絡

会
議

の
開

催
、

②
施

主
に

対
す

る
Ｖ

Ｅ
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

に
つ

い
て

も
工

事
部

門
や

工
務

部
門

と
共

同
し

て
独

自
の

技
術

開
発

・
情

報
収

集
・

同
業

他
社

と
の

技
術

提
携

、
③

施
主

に
対

す
る

与
信

管
理

の
強

化
と

債
権

の
貸

倒
リ

ス
ク

が
あ

る
場

合
は

債
権

保
全

策
の

導
入

（
1）

①
定

期
連

絡
会

議
の

開
催

数
、

②
独

自
の

技
術

開
発

件
数

、
各

種
研

究
会

へ
の

参
加

回
数

、
同

業
他

社
と

の
技

術
提

携
件

数
、

③
約

束
手

形
の

ジ
ャ

ン
プ

の
発

生
件

数
、

施
主

に
対

す
る

債
権

の
貸

倒
件

数

（
1）

①
臨

時
お

よ
び

月
次

、
②

年
1

件
以

上
、

年
5

回
、

年
1

件
、

③
年

2
件

以
内

、
年

0
件

以
内

（
1）

①
施

主
の

ニ
ー

ズ
を

は
じ

め
瑕

疵
や

不
具

合
に

も
迅

速
に

対
応

で
き

る
よ

う
組

織
横

断
的

な
定

期
連

絡
会

議
を

開
催

す
る

、
②

施
主

に
対

す
る

Ｖ
Ｅ

提
案

や
技

術
提

案
型

の
営

業
展

開
に

つ
い

て
も

、
独

自
の

技
術

開
発

・
情

報
収

集
・

同
業

他
社

と
の

技
術

提
携

を
行

う
、

③
施

主
に

対
す

る
与

信
管

理
の

強
化

と
貸

倒
リ

ス
ク

が
あ

る
場

合
は

協
議

の
う

え
で

施
主

か
ら

保
存

登
記

に
必

要
な

書
類

一
式

を
預

か
る

な
ど

の
債

権
保

全
策

を
導

入
す

る

（
2）

見
積

工
事

原
価

の
削

減
を

も
た

ら
す

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
（

2）
受

注
前

に
工

事
・

工
務

・
購

買
・

管
理

の
各

部
門

と
と

も
に

組
織

横
断

的
な

会
議

を
開

催
し

て
利

益
の

確
保

と
競

争
力

強
化

を
目

的
に

見
積

工
事

原
価

の
作

り
込

み
を

行
う

（
2）

受
注

時
粗

利
益

額
（

率
）

（
2）

2,4
00

百
万

円
（

6.0
％

）
以

上
（

2）
利

益
の

確
保

と
競

争
力

強
化

に
向

け
て

、
受

注
時

に
原

価
企

画
の

考
え

方
の

援
用

に
よ

り
組

織
横

断
的

な
会

議
を

開
催

し
て

見
積

工
事

原
価

を
作

り
込

む

（
3）

環
境

保
全

・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
遵

守
（

3）
①

長
時

間
労

働
の

是
正

な
ど

労
働

関
係

法
令

の
遵

守
と

健
全

な
労

使
関

係
の

構
築

、
②

法
令

違
反

や
不

正
行

為
の

防
止

（
3）

①
勤

務
表

の
チ

ェ
ッ

ク
、

②
法

令
違

反
や

不
正

行
為

の
発

生
件

数
（

3）
①

月
次

、
②

年
0

件
（

3）
労

働
時

間
管

理
の

実
施

、
法

令
違

反
や

不
正

行
為

の
防

止
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学 習 と 成 長

（
1）

戦
略

的
能

力
の

育
成

（
1）

階
層

別
教

育
・

階
層

別
営

業
マ

ン
育

成
教

育
・

安
全

教
育

、
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
研

修
な

ど

（
1）

階
層

別
教

育
・

階
層

別
営

業
マ

ン
育

成
教

育
・

安
全

教
育

研
修

の
回

数
、

法
令

違
反

や
不

正
行

為
の

防
止

を
目

的
と

し
た

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

研
修

の
回

数

（
1）

年
2

回
（

1）
階

層
別

教
育

、
階

層
別

営
業

マ
ン

育
成

教
育

の
実

施
、

安
全

教
育

、
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
研

修
を

実
施

す
る

（
2）

戦
略

的
技

術
の

習
得

（
2）

宅
地

建
物

取
引

主
任

、
一

級
建

設
業

経
理

士
等

の
資

格
取

得
（

2）
各

部
門

年
間

の
合

格
者

数
（

2）
各

部
門

年
間

2
人

の
合

格
者

（
2）

資
格

取
得

に
向

け
た

研
修

と
奨

励

（
3）

行
動

に
対

す
る

前
向

き
な

組
織

風
土

の
醸

成
（

3）
管

理
者

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

と
組

織
統

合
、

従
業

員
の

モ
チ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

ア
ッ

プ
、

法
令

違
反

や
不

正
行

為
の

防
止

、
従

業
員

の
健

康
管

理
な

ど

（
3）

管
理

者
の

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
・

従
業

員
の

モ
チ

ベ
ー

シ
ョ

ン
ア

ッ
プ

な
ど

の
研

修
の

回
数

、
従

業
員

の
健

康
診

断
な

ど

（
3）

年
1

回
（

3）
管

理
者

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

・
従

業
員

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

ア
ッ

プ
な

ど
の

研
修

の
実

施
、

従
業

員
の

健
康

診
断

な
ど

の
実

施

�
（
筆
者
作
成
）

図
表
6　
中
堅
総
合
建
設
会
社
の
工
事
部
門
の
バ
ラ
ン
ス
ト
・
ス
コ
ア
カ
ー
ド
（
B
S
C
）
の
例

視 点
戦
略
目
標
（
K
G
I）

重
要
成
功
要
因
（
K
S
F）

重
要
業
績
評
価
指
標
（
K
P
I）

K
P
I数
値
目
標

戦
略
的
実
施
項
目

財 務

（
1）

売
上

高
の

向
上

（
1）

年
間

完
成

工
事

高
の

向
上

（
1）

年
間

完
成

工
事

高
（

1）
40

,00
0

百
万

円
/

年
（

1）
施

工
管

理
の

徹
底

（
2）

生
産

性
の

向
上

（
2）

粗
利

益
額

（
率

）
の

向
上

（
2）

粗
利

益
額

（
率

）
（

2）
3,2

00
百

万
円（

8.0
％

）以
上

（
2）

受
注

時
で

の
利

益
の

確
保

と
競

争
力

強
化

に
向

け
た

見
積

工
事

原
価

の
作

り
込

み
、

施
工

段
階

で
の

工
事

原
価

圧
縮

に
努

め
る

顧 客

（
1）

顧
客

（
施

主
）

の
販

売
力

・
利

益
率

の
向

上
（

1）
①

建
築

物
に

瑕
疵

が
な

い
、

②
躯

体
・

外
装

・
内

装
の

各
工

事
の

品
質

向
上

、
③

見
積

価
額

お
よ

び
工

事
原

価
が

安
く

受
注

競
争

に
お

い
て

競
争

力
が

あ
る

、
施

主
に

と
っ

て
も

エ
ン

ド
ユ

ー
ザ

ー
に

対
し

て
販

売
力

が
あ

る
、

④
工

期
を

厳
守

す
る

こ
と

で
施

主
や

エ
ン

ド
ユ

ー
ザ

ー
に

迷
惑

を
か

け
な

い
、

⑤
電

気
・

ガ
ス

・
上

下
水

道
な

ど
付

帯
設

備
の

機
能

の
向

上

（
1）

①
瑕

疵
の

件
数

、
②

施
工

ミ
ス

と
補

償
工

事
の

件
数

、
③

失
注

件
数

、
④

工
期

が
守

ら
れ

な
か

っ
た

件
数

、
⑤

付
帯

設
備

の
機

能
の

向
上

（
1）

①
年

2
件

以
内

、
②

年
3

件
以

内
、

③
20

件
以

内
、

④
0

件
、

⑤
年

2
件

以
上

（
1）

①
瑕

疵
を

な
く

す
、

②
施

工
ミ

ス
と

補
償

工
事

を
撲

滅
し

て
品

質
を

高
め

る
、

③
受

注
時

の
見

積
価

額
を

安
く

し
て

競
争

力
を

高
め

る
、

工
事

原
価

の
圧

縮
に

努
め

る
、

④
工

期
を

厳
守

す
る

、
⑤

付
帯

設
備

の
機

能
を

向
上

さ
せ

る

（
2）

顧
客（

施
主

）満
足

度
の

向
上

（
2）

①
施

主
と

良
好

な
関

係
を

構
築

し
、

施
主

の
ニ

ー
ズ

、
瑕

疵
・

不
具

合
に

迅
速

に
対

応
し

て
い

る
、

②
Ｖ

Ｅ
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

に
積

極
的

で
あ

る

（
2）

①
施

主
か

ら
の

苦
情

回
数

、
顧

客
満

足
度

調
査

の
点

数
、

②
Ｖ

Ｅ
の

提
案

や
技

術
提

案
型

の
営

業
展

開
の

件
数

（
2）

①
0

件
、

10
点

満
点

平
均

8
点

以
上

、
②

年
40

件
以

上
（

2）
①

顧
客

の
ニ

ー
ズ

、
瑕

疵
・

不
具

合
に

迅
速

に
対

応
す

る
、

②
Ｖ

Ｅ
の

提
案

や
技

術
提

案
型

の
営

業
展

開
を

積
極

的
に

行
う

（
3）

ブ
ラ

ン
ド

認
知

度
の

向
上

（
3）

建
築

物
の

耐
震

性
・

免
震

性
・

外
気

に
対

す
る

断
熱

工
法

な
ど

の
技

術
開

発
（

3）
建

築
物

の
耐

震
性

や
断

熱
工

法
な

ど
の

技
術

開
発

件
数

（
3）

年
1

件
以

上
（

3）
技

術
開

発
を

行
う
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（
1）

建
築

物
の

新
し

い
機

能
や

ブ
ラ

ン
ド

の
確

立
に

よ
り

顧
客

（
施

主
）

を
創

造
す

る
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

（
1）

①
独

自
の

技
術

開
発

、
②

各
種

研
究

会
へ

の
参

加
に

よ
る

情
報

収
集

、
③

同
業

他
社

と
の

技
術

提
携

（
1）

①
独

自
の

技
術

開
発

件
数

、
②

各
種

研
究

会
へ

の
参

加
回

数
、

③
技

術
提

携
の

件
数

（
1）

①
年

1件
以

上
、

②
年

5回
、

③
年

1
件

（
1）

①
独

自
の

技
術

開
発

、
②

情
報

収
集

、
③

同
業

他
社

と
の

技
術

提
携

（
2）

施
主

が
抱

え
る

問
題

を
解

決
す

る
能

力
が

発
揮

で
き

る
顧

客
（

施
主

）
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

（
2）

①
施

主
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
な

対
応

が
で

き
る

よ
う

に
営

業
部

門
や

工
務

部
門

と
の

定
期

的
な

連
絡

会
議

の
開

催
、

②
施

主
に

対
す

る
Ｖ

Ｅ
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

に
つ

い
て

も
工

務
部

門
と

共
同

し
た

独
自

の
技

術
開

発
・

情
報

収
集

・
同

業
他

社
と

の
技

術
提

携
に

よ
る

営
業

部
門

へ
の

協
力

（
2）

①
連

絡
会

議
の

開
催

数
、

②
独

自
の

技
術

開
発

件
数

、
各

種
研

究
会

へ
の

参
加

回
数

、
技

術
提

携
の

件
数

（
2）

①
臨

時
お

よ
び

月
次

の
開

催
、

②
年

1
件

以
上

、
年

5
回

、
年

1
件

（
2）

①
施

主
の

ニ
ー

ズ
、

瑕
疵

・
不

具
合

に
迅

速
に

対
応

す
る

た
め

営
業

部
門

な
ど

と
の

定
期

連
絡

会
議

を
開

催
、

②
Ｖ

Ｅ
提

案
や

技
術

提
案

型
の

営
業

展
開

に
つ

い
て

、
独

自
の

技
術

開
発

・
情

報
収

集
・

同
業

他
社

と
の

技
術

提
携

に
よ

る
営

業
部

門
へ

の
協

力

（
3）

建
築

物
の

品
質

の
維

持
・

向
上

、
見

積
工

事
原

価
の

削
減

、
工

事
原

価
の

削
減

、
工

期
の

厳
守

・
短

縮
、

機
能

の
向

上
を

も
た

ら
す

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン

（
3）

①
施

工
ミ

ス
と

補
償

工
事

を
削

減
し

て
品

質
を

向
上

、
②

受
注

前
に

営
業

部
門

・
工

務
部

門
・

購
買

部
門

・
管

理
部

門
と

の
組

織
横

断
的

な
会

議
を

開
催

し
て

利
益

の
確

保
と

競
争

力
強

化
を

目
的

と
し

た
見

積
工

事
原

価
の

作
り

込
み

、
施

工
中

は
各

作
業

所
と

購
買

部
門

に
よ

る
工

事
原

価
の

削
減

の
実

施
、

③
工

期
の

厳
守

、
④

付
帯

設
備

の
機

能
の

向
上

（
3）

①
現

場
巡

回
や

施
工

管
理

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
実

施
回

数
、

②
受

注
時

粗
利

益
率

か
ら

の
回

復
利

益
率

、
ま

た
、

各
作

業
所

と
購

買
部

門
に

よ
る

工
事

原
価

の
削

減
に

よ
る

最
終

粗
利

益
率

、
③

工
期

厳
守

の
た

め
の

現
場

巡
回

の
回

数
、

施
工

時
の

手
戻

り
・

手
直

し
の

件
数

、
④

付
帯

設
備

の
機

能
の

向
上

件
数

（
3）

①
月

2
回

実
施

、
②

1
物

件
2.0

％
以

上
、

1
物

件
8.0

％
以

上
、

③
月

2
回

実
施

、
4

件
以

内
、

④
年

2
件

以
上

（
3）

①
瑕

疵
の

削
減

や
各

工
事

の
品

質
向

上
に

向
け

た
現

場
巡

回
や

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

実
施

、
②

利
益

の
確

保
と

競
争

力
強

化
に

向
け

て
、

受
注

時
に

組
織

横
断

的
な

会
議

を
開

催
し

て
見

積
工

事
原

価
を

作
り

込
む

、
各

作
業

所
で

の
施

工
管

理
の

強
化

と
購

買
部

門
よ

る
競

争
入

札
や

集
中

購
買

な
ど

に
よ

り
工

事
原

価
を

削
減

す
る

、
③

現
場

巡
回

に
よ

り
工

期
を

厳
守

、
④

付
帯

設
備

の
機

能
向

上

（
4）

環
境

保
全

・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
遵

守
（

4）
①

労
働

災
害

ゼ
ロ

に
向

け
た

安
全

パ
ト

ロ
ー

ル
の

実
施

、
②

長
時

間
労

働
の

是
正

な
ど

労
働

関
係

法
令

の
遵

守
と

健
全

な
労

使
関

係
の

構
築

、
③

法
令

違
反

や
不

正
行

為
の

防
止

、
④

産
業

廃
棄

物
の

分
別

な
ど

環
境

へ
の

配
慮

の
徹

底

（
4）

①
安

全
パ

ト
ロ

ー
ル

の
回

数
、

労
働

災
害

件
数

、
度

数
率

・
強

度
率

な
ど

の
数

値
で

も
管

理
、

②
勤

務
表

の
チ

ェ
ッ

ク
、

③
法

令
違

反
や

不
正

行
為

の
発

生
件

数
、

④
産

業
廃

棄
物

の
分

別
に

向
け

た
パ

ト
ロ

ー
ル

回
数

（
4）

①
2か

月
に

1回
実

施
、0

件
、

②
月

次
、

③
年

0
件

、
④

2
か

月
に

1
回

実
施

（
4）

①
安

全
パ

ト
ロ

ー
ル

、
②

労
働

時
間

管
理

の
実

施
、

③
法

令
違

反
、

不
法

行
為

を
防

止
、

④
産

業
廃

棄
物

の
分

別
に

向
け

た
パ

ト
ロ

ー
ル

を
実

施

学 習 と 成 長

（
1）

戦
略

的
能

力
の

育
成

（
1）

施
工

実
績

の
蓄

積
、

技
術

者
の

確
保

、
階

層
別

教
育

・
安

全
教

育
・

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

研
修

な
ど

（
1）

施
工

実
績

の
蓄

積
、

技
術

者
の

確
保

、
階

層
別

教
育

・
安

全
教

育
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
研

修

（
1）

各
研

修
年

2
回

（
1）

施
工

実
績

の
蓄

積
、

技
術

者
の

確
保

、
階

層
別

教
育

・
安

全
教

育
・

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

研
修

を
実

施
す

る

（
2）

戦
略

的
技

術
の

習
得

（
2）

技
術

力
向

上
の

教
育

、
一

級
建

築
士

・
一

級
建

築
施

工
管

理
技

士
・

一
級

土
木

施
工

管
理

技
士

な
ど

の
資

格
取

得

（
2）

技
術

力
向

上
の

教
育

、
一

級
建

築
士

・
一

級
建

築
施

工
管

理
技

士
・

一
級

土
木

施
工

管
理

技
士

の
合

格
者

数

（
2）

年
1

回
、

各
部

門
年

間
2

人
の

合
格

者
（

2）
技

術
力

向
上

、
資

格
取

得
に

向
け

た
研

修
と

奨
励

（
3）

行
動

に
対

す
る

前
向

き
な

組
織

風
土

の
醸

成
（

3）
管

理
者

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

、
従

業
員

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

ア
ッ

プ
、

法
令

違
反

や
不

正
行

為
の

防
止

、
従

業
員

の
健

康
管

理

（
3）

管
理

者
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

組
織

統
合

、
従

業
員

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

ア
ッ

プ
な

ど
の

研
修

の
回

数
、

従
業

員
の

健
康

診
断

（
3）

年
1

回
、

年
1

回
（

3）
管

理
者

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

、
従

業
員

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

ア
ッ

プ
な

ど
の

研
修

、
従

業
員

の
健

康
診

断

�
（
筆
者
作
成
）




